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定年の引上げ等、65歳までの雇用機会の確保を盛る

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」を改正へ

－厚　労　省－

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律案」が２

月10日閣議決定され、同日、国会に提出された。これは、労働政策審議会

（厚労相の諮問機関）が、今後の高齢者雇用対策について建議を行った（本

誌：平成16年２月５日付・第1562号参照）のを受け、厚労省が同法律案

を作成したもの。それによると、少子高齢化の急速な進展等を踏まえ、少

なくとも年金支給開始年齢までは働き続けることができるようにするため、

①定年の引上げ、②継続雇用制度の導入等による65歳までの雇用機会の確

保、③高年齢者等の再就職援助の強化等、所要の措置を講ずる内容となっ

ている。──法律案の概要は次のとおり。

１．概要

a 定年の引上げ、継続雇用制度の

導入等による高年齢者の安定した

雇用の確保

①　定年（65歳未満のものに限る。）の

定めをしている事業主について、65歳

までの定年の引上げ、継続雇用制度の

導入又は定年の定めの廃止のいずれか

の措置（高年齢者雇用確保措置）を講

じなければならないこととする。

ただし、継続雇用制度の対象となる

高年齢者に関する基準を労使協定によ

り定めたときは、希望者全員を対象と

しない制度も可能とする。

なお、施行より政令で定める日まで

の間（当面大企業は３年間、中小企業

は５年間）は、労使協定ではなく就業

規則等に当該基準を定めることを可能

とする。

②　高年齢者雇用確保措置に係る年齢

（65歳）については、平成25年度まで

に段階的に引き上げる。

平成18年４月～平成19年３月：62歳

平成19年４月～平成22年３月：63歳

平成22年４月～平成25年３月：64歳

平成25年４月～　　　　　 ：65歳
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s 求職活動支援書の作成・交付

事業主都合の解雇等により離職する高

年齢者等が希望するときは、事業主が、

その職務の経歴、職業能力等の再就職に

資する事項を記載した書面（求職活動支

援書）を作成し、交付しなければならな

いこととする。

d 募集及び採用についての理由の

提示

労働者の募集及び採用について、事業

主が上限年齢（65歳未満のものに限る。）

を定める場合には、求職者に対して理由

を明示しなければならないこととする。

f シルバー人材センターが行う一

般労働者派遣事業の特例

シルバー人材センターが、届出（労働

者派遣法の特例）により、臨時的かつ短

期的又は軽易な就業に関する一般労働者

派遣事業を行うことを可能とする。

２．施行期日

１. のs、d、fについては公布の日

から起算して６月を超えない範囲におい

て政令で定める日。ただし、１. のaに

ついては平成18年４月１日。

組合会計・法律相談のご案内
－東京都中央会－

東京都中小企業団体中央会では、専門家による組合運営に関する会計並びに法

律の特別相談を実施しています。相談料は無料です。３月の相談日は以下のとお

りです。相談ご希望の場合には、必ず事前に下記要領でお申し込みください。

相談日時 原則として、金曜日の午後１時30分から４時30分までです。
なお、都合により日程を変更することもありますので、予めご了承く
ださい。
平成16年３月分 ◎会計相談　５日（金） 19日（金） 26日（金）

◎法律相談　12日（金）

相談場所 東京都中小企業会館９階　東京都中小企業団体中央会「情報室」
申込方法 必ず事前に電話・FAX・eメールで下記までお申し込みください。
申 込 先 東京都中小企業団体中央会　情報室

Tel  03-3542-0386㈹ Fax  03-3545-2190 eメール：tochu@tokyochuokai.or.jp


